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見晴台自治会規約 

第１章 総則 

（名称及び事務所） 

第１条 この会は見晴台自治会（以下「自治会」という。）と称し、事務所を見晴台自治会

館（以下「自治会館」という。）に置く。 

２ 事務所の住所は三島市佐野見晴台 1 丁目 18 番地の 5 とする。 

 

（目的） 

第２条 自治会は、住民相互の協力関係を育み、広げること及び会員相互の親睦を深める

こと並びに優美な区域の住環境を維持し、住民の快適な生活を保護することを目的

とする。 

 

（区域） 

第３条 自治会の区域は、三島市佐野見晴台１丁目並びに２丁目の区域とする。この区域

に居住する世帯は自治会に入会するものとする。ただし、隣接する区域及び非居住

者で入会を希望する者は、役員会議の承認を得て入会することができる。 

 

（会員） 

第４条 自治会の会員（以下「会員」という。）は、同一敷地内に同居する家族とする。自

治会に登録する者は、その代表者とする。 

 

（規約の遵守義務） 

第５条 会員は、本規約並びに別途定める規則類を誠実に遵守しなければならない。 

 

（活動） 

第６条 自治会は、第２条の目的を達成するため、次の活動を行う。 

(1)  会員相互などの連絡に関すること。 

(2)  住環境の維持・改善に関すること。 

(3)  下水道処理施設等、共用施設の管理・運用に関すること。 

(4)  生活交通の運用に関すること。 

(5)  会員相互の研修及び文化教養の向上に関すること。 

(6)  行政機関及び関係団体との連携・協調に関すること。 

(7)  その他、前条の目的を達成するために必要な活動。 

 

（共用施設） 

第７条  自治会が管理・運用する施設（以下「共用施設」という。）は、次の各号に掲げ

るものとする。 
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(1)  見晴台下水道関連施設 

(2)  自治会館 

(3)  区域内の住環境を良好にする目的で設置する施設及び構造物等 

 

（広域活動） 

第８条 自治会は、広域的問題に対処するため、三島市自治会連合会並びに北上地区自治

会連合会組織に加入し、その活動に参加するものとする。 

 

（入会等） 

第９条 自治会に入会・退会及び休会（世帯の全員が３カ月以上に亘って、国内・国外に

移住する場合をいう。）する場合は、組長に報告し、別に定める入会・退会及び休会

申込書を自治会に提出し手続きを行う。 

 

（活動年度） 

第１０条 自治会の活動年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

 

（活動計画等の承認） 

第１１条 自治会の活動計画及び収支予算は、その活動年度に総会の承認を得なければなら

ない。 

２ 会長は前項の活動年度の予算が成立しないときは、組長会議の承認を得て暫定予算を

定め、これを執行することができる。 

 

第２章 費用の負担 

（基金・負担金の納入） 

第１２条 自治会に入会する者は、共用施設の維持・管理に要する経費に充当するため維持

管理基金（以下「基金」という。）として、30０,０００円を、及び集会場建設負担

金(以下「負担金」という。)として、５０,０００円を納入しなければならない。ただ

し、基金・負担金納入済みの前任者から家屋を購入した場合はこの限りではない。

また、自治会は基金・負担金の徴収を区域内の土地家屋を販売する業者に代行させ

ることができる。 

 

（会費） 

第１３条 会員は、第６条に示す活動に必要な会費を自治会費として定められた期間に納入

するものとする。 
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（非自治会員からの会費徴収） 

第１４条 自治会は、共用施設を利用する非自治会員から住環境維持に必要な費用を徴収す

ることができる。 

 

第３章 基金等の管理・運用 

（基金の管理・運用） 

第１５条 自治会は、第１２条に規定した基金等を積み立て、適性に管理・運用する。 

２ 基金の運用等により発生する利息は、基金に充当するものとする。 

３ 基金は次の各号に充当する場合に限って取り崩すことができる。 

(1)  一定期間の経過毎に計画的に行う修繕 

(2)  不測の事故又はその他の特別の事由により必要とする修繕 

(3)  共用施設の変更又は処分 

(4)  住環境の維持・向上に必要な整備 

(5)  その他共用施設の維持・管理に関し必要な事項 

 

（負担金の管理・運用） 

第１６条 自治会は、第１２条に規定した負担金を積み立て、適正に管理・運用する。 

2 負担金は、自治会館の建設（建替えを含む。）及び維持整備のための費用とする。 

3 負担金の運用等により発生する利息は、負担金に充当するものとする。 

 

第４章 役員 

（役員） 

第１７条 自治会に、次の役員を置き会務の執行に当たる。 

(1)  会長  １名 

(2)  副会長  若干名 

(3)  事務局長  １名 

(4)  会計  １名 

（以上を「四役」という。） 

(5)  担当役員  若干名 

(6)  事務局次長  若干名 

(7)  部会担当役員 若干名 

(8)  会計監査    １名 

 

（顧問・相談役） 

第１８条 自治会に、役員会議の承認を得て顧問並びに相談役を置くことができる。 
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（幹事会） 

第１９条 自治会に、幹事会を置くことができる。 

2  幹事会は、会員の中から選出された者で構成し、役員会議の承認を得る。 

3  幹事会は、会長の要請を受け自治会活動の助言、各種イベントへの参画に当たる。 

 

（事務局） 

第２０条 自治会の事務を遂行するため、自治会に事務局を置くことができる。 

2  事務局に勤務する事務員は、事務局長の指揮、監督を受ける。 

 

（役員の職務） 

第２１条 役員の職務は、次のとおりとする。 

(1) 会長は、自治会を代表し会務を総括する。 

(2) 副会長は、会長を補佐し会長に事故ある時はその職務を代行する。 

(3) 事務局長は、次の職務に当たる。 

① 自治会の運営に係わる事務の総括 

② 自治会館の管理・運用 

③ 事務局の運営 

(4) 会計は、自治会の会計事務を処理する。 

(5) 担当役員は、会長から指示された業務を処理する。 

(6) 事務局次長は、事務局長の業務を補佐する。 

(7) 部会担当役員は、各専門部を総括して企画運営に当たる。 

(8) 会計監査は自治会の会計及び資産の状況を監査する。 

 

（役員の選任） 

第２２条 役員の選任は、次のとおりとする。 

(1) 役員は役員選考委員会の推薦により、総会の承認を得て選任する。 

(2) 役員選考委員会は、四役及び退任する役員の中から若干名で構成する。 

(3) 会計監査は、他の役員と兼ねることはできない。 

 

（役員の解任） 

第２３条 役員が規約に違反したとき、又は本会の名誉を傷つけた行為をしたときは、総会

の承認を得て解任することができる。 

 

（役員の任期） 

第２４条 自治会の役員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げるものではない。 

 

（役員・組長の補充） 

第２５条 役員及び組長に欠員が生じた時は、組長会議の承認を得て補充することができる。

ただし、補充された役員の任期は、前任者の残任期間とする。 
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（役員の慰労金） 

第２６条 自治会は、役員に対しその職務に対する慰労金等を支払うことができる。  

また、役員としての活動に要する必要経費として実費相当を支給することができる。 

 

第５章 会議 

（会議） 

第２７条 自治会の会議は、総会、組長会議、役員会議および四役会議とする。 

 

（総会） 

第２８条 総会は、全会員をもって構成する。 

２ 総会は、通常総会及び臨時総会とする。 

３ 通常総会は、年１回開催する。 

４ 臨時総会は、役員会議または組長会議で必要と認めた時開催する。ただし、必要に応

じ会員の全員投票を持ってこれに代えることができる。 

 

（総会の議決事項） 

第２９条 次の事項は、総会の決議を経なければならない。 

【重要事項】 

(1) 自治会の解散 

(2) 規約の改廃 

(3) 基金及び負担金の使途に関する事項   

【一般事項】 

(4) 事業計画及び収支予算並びに事業報告及び収支決算 

(5) 役員及び組長の選任及び解任 

(6) 規則の改廃 

(7) その他、自治会の運営に係わる事項 

 

（組長会議） 

第３０条 組長会議は、役員及び組長で構成する。 

２ 組長会議は、総会で決定した活動方針の具体的な実施方法の決定を行う。 

３ 組長会議は、原則として毎月開催する。ただし、会長が必要と認めた場合、臨時組長

会議を開催することができる。 

４ 会員は、議長の承諾を得て、組長会議に出席し発言することができる。 

 

（役員会議） 

第３１条 役員会議は、会計監査を除く全役員で構成し、総会で決定した活動方針の具体的

な実施事項を提案し組長会議に諮る。 
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２  役員会議は、組長会議とは別に原則として毎月開催する。ただし、会長が必要と認め

た場合、臨時役員会議を開催することができる。 

 

（四役会議） 

第３２条 四役会議は、四役及び事務局次長で構成し、緊急に処理を要する事案を役員会議

に代わって議決することができる。 

 

（会議の召集等） 

第３３条 会議は会長が召集する。 

１ 総会の議長は、その総会に出席した会員の中から選出する。 

２ 組長会議、役員会議及び四役会議の議長は、会長がこれに当たる。 

 

（会議の成立） 

第３４条 会議は、それぞれの会議体で規定した構成員の２分の１以上（委任状を含む。）

の出席を得て成立する。 

 

（議決権） 

第３５条 総会において、会員は１票の議決権を有する。 

 

（議決） 

第３６条 会議の議決は、会議に出席した構成員の過半数の同意で決するが、可否同数の時

は議長がこれを決する。ただし、第２９条に示す重要事項については、総会におい

て議決権数の４分の３以上（委任状を含む。）の同意で決する。 

２ 総会または組長会議に出席できない構成員は、予め通知された事項について書面をも

って表決し、又は他の会員を代理人として表決を委任することができる。 

 

（議事録） 

第３７条 会議の議事については、次の事項を記載した議事録を作成する。 

(1) 日時、場所、出席者及び議事 

(2) 総会の議事録は、前項及び総会に出席した会員の数及び委任状の数を記載し、

議長のほか会議に出席した構成員の中から２名以上が署名捺印しなければな

らない。 

 

 

第６章 組長・専門部会、専門委員会 

（組単位） 

第３８条 この会は組単位で組織され、その分割は会員の住所によって決める。 
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（組長の選任） 

第３９条 組には組長１名を置き、その選任はそれぞれの組において行なう。ただし、 

 

自治会役員及び消防団に在籍した会員は、在任期間の組長職を免除することができる。 

 

（組長の責務） 

第４０条 組長は、第６条に定める活動を推進するとともに、行政や自治会からの依頼事項

について、責任を持ってとりまとめを行い、組の総括に当たる。 

 

（組長の任期） 

第４１条 組長の任期は、1 年とする。ただし、再任を妨げるものではない。 

 

（専門部会） 

第４２条 自治会に、第６条に定める活動を分担して推進するため、組長会議の議決を得て

専門部会を置くことができる。 

 

（専門部会の構成等） 

第４３条 専門部会には部長１名、副部長若干名を置くほか、部の運営に必要な部員を置く

ことができる。 

(1) 部長・副部長は、自治会役員となる。 

(2) 各部の部員は、各組の組長兼務を含む各組から選出された部員がこれに当たる。 

(3) 部員の任期は、１年とする。ただし、再任を妨げるものではない。 

 

第７章 資産 

（資産） 

第４４条 この会の資産（資金を含む。）は、次に掲げるものをもって構成する。 

(1) 基金・負担金 

(2) 自治会が管理すべき施設及び物品 

(3) 会費 

(4) 寄付金品 

(5) その他の収入 

 

（資産の管理） 

第４５条 自治会の資産は、会長監督のもと会計及び事務局長が管理する。 
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第８章 雑則 

（備え付け書類等） 

第４６条 事務局に次に掲げる書類及び帳簿を備え付けておかなければならない。 

(1) 規約・会員名簿・登記書類 

(2) 総会・組長会議・役員会議に関する書類 

(3) 資産台帳・財産目録・収支決算書 

(4) その他、必要な書類及び帳簿 

 

（環境保全） 

第４７条 会員は、良好な環境の維持に努めるために次の事項を遵守する。 

(1) 屋根等にはアンテナ及びこれに類するものを設けないこと。 

(2) 住宅地内では喧騒、臭気の発散等の環境を害する行為は行わないこと。 

(3) 建築協定を遵守し、敷地内の法面は、出来る限り芝生・樹木等で土地を保護し、

緑化に努めること。 

 

（細部規定） 

第４８条 この規約の執行に関する細部については、別に定める規則による。 

 

（事務員） 

第４９条 自治会は、必要に応じ有給の事務員を置くことができる。 

２ 事務員は、事務局長の指揮、監督を受ける。 

 

（町内清掃出不足料） 

第５０条 町内清掃については、出不足料を徴収する。細部については、別に定める自治会

費等徴収規則による。 

 

（慶弔） 

第５１条 会員の慶弔については、別に定める慶弔規則による。 

 

 1 この規約は、平成 24 年 4 月 1 日から施行する。 

制定  平成 6 年 4 月 1 日 

改正 1 平成 10 年 4 月 1 日 

改正 2 平成 15 年 4 月 1 日 

改正 3 平成 21 年 4 月 1 日 

改正 4 平成 23 年 4 月 1 日 

改正 5 平成 24 年 4 月 1 日 

改正 6 平成 27 年 4 月 1 日 

 


